
証券コード 3306
2023年６月13日

(電子提供措置の開始日 2023年６月６日)

株 主 各 位
富山県砺波市下中３番地３

日 本 製 麻 株 式 会 社
代表取締役社長 宮 森 宏 和

第95期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は、格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第95期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.nihonseima.co.jp/ir-info/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、

「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁から５頁の方法によ

り、2023年６月27日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使いただきますよう

お願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時

２. 場 所 富山県砺波市安川字天皇330番地

Royal Hotel 富山砺波 ２階 ロイヤルホール

（当社は、2023年４月６日に臨時株主総会を開催準備等の状況に

より、神戸本社の所在地である兵庫県神戸市中央区で開催いたし

ましたが、本定時株主総会は前年の定時株主総会と同じ上記会場

で開催することを決定いたしました。ご来場の際は、末尾の会場

ご案内図をご参照いただき、お間違えのないようご注意願いま

す。）
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３. 目的事項

報告事項 (1) 第95期(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)事業報告の内容、連結計算書

類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

(2) 第95期(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 監査等委員である取締役以外の取締役２名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

４. 議決権行使についての注意事項
（１）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛の意思表
示をされたものとして取り扱わせていただきます。
（２）インターネット（スマート行使含む）により議決権を行使された場合
は、議決権行使書用紙をご返送いただいた場合でも、インターネット（スマー
ト行使含む）によるご登録の内容を有効な議決権行使として取り扱わせていた
だきます。
（３）インターネット（スマート行使含む）によって、議決権を複数回行使さ
れた場合は、最後に行われたご登録の内容を有効な議決権行使として取り扱わ
せていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、代理人（当社の株主に限らせていただき、１名とさせていただきま
す。）によるご出席の場合は、署名または記名押印された委任状を議決権行使書用紙とともに
会場受付にご提出ください。

◎新型コロナウイルス感染症の流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、ご来場ください。ま
た、本株主総会会場において、感染予防のための措置を講じますので、ご理解、ご協力をお願
いいたします。

◎電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合には、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載させていただきます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。
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議決権行使書

こちらを切り取って
ご返送ください。

議決権行使書

議決権行使方法のご案内
後記の株主総会参考書類をご検討いただき、以下、いずれかの方法にて、是非とも議決権を行使
してくださいますようお願い申しあげます。

当日ご出席の場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。
株主総会当日は、資源節約のため、この「招集ご通
知」をお持ちくださいますようお願い申しあげます。

株主総会日時 2023年６月28日（水曜日）午前10時開催

当日ご出席以外の場合

郵送によるご行使

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、
行使期限までに到着するようご返送ください。

行使期限 2023年６月27日（火曜日）午後５時30分必着

インターネットによるご行使

当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、行使期限
までに賛否をご送信ください。

▶詳細は４頁から５頁をご覧ください。

行使期限 2023年６月27日（火曜日）午後５時30分まで

議決権行使ウェブサイト▶https://www.web54.net

スマートフォンでの議決権行使はQRコードを読み取る方
法をご利用ください。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使サイトにアクセスすることができます。

▶次頁に詳しくご紹介しています。
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「スマート行使」による議決権行使について

スマートフォン用議決権行使ウェブサイトへアクセスする

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」
をスマートフォンかタブレット端末で読み取ります。

※QRコードは、株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

議決権行使ウェブサイトを開く

表示されたURLを開くと議決権行使ウェブサイト画面が開きます。

議決権行使完了各議案について個別に指示する

画面の案内に従って各議案の賛否を
ご入力ください。

確認画面で問題なければ「この内容で行使する」
ボタンを押して行使完了！

一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、再度QRコードを読み取り、同封の議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく必要があります (パソコンから、議決権行使ウェブサイ
ト https://www.web54.net へ直接アクセスして行使いただくことも可能です)。

議決権行使書
〇〇〇〇〇〇〇〇 御中

〇年〇月〇日

見本

見本
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以降は画面の入力案内に従って
賛否をご入力ください。

パスワードの入力

ログインする

WEBサイトへアクセス

インターネットによる議決権行使について
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使ウェブサイト

（https://www.web54.net）にてご利用いただけます。
なお、インターネットによる議決権行使には、議決権行使書用紙の裏面に記載の「議決権行使

コード」と「パスワード」が必要になります。

パソコン・スマートフォンによるアクセス手順

議決権行使サイト▶

https://www.web54.net

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。
※セキュリティ確保のため、システム上の制約がございます。詳細につきまし
ては、下記のお問い合わせ先にご照会ください。

インターネットによる
議決権行使に関する

お問い合わせ

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点につきましては、以下にお
問い合わせくださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人 三井住友信託銀行証券代行ウェブサポート

0120-652-031［受付時間（午前９時～午後９時）］

スマート行使・インターネットによる議決権行使についての注意事項

■ 議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金および通信事業者への通信料金等は、株主さま
のご負担となります。

■ パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット利用環境によっては行えない場合もござい
ますので、ご了承ください。また、携帯電話による議決権行使は、携帯電話の機種等によっては行えない場合も
ございますので、ご了承ください。
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事 業 報 告

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が徐々

に緩和され、経済活動は回復の兆しが見られたものの、ロシアのウクライナ侵攻の

影響による資源価格や原材料価格の高騰もあり、依然として先行きは不透明な状況

が続いております。

このような経済状況のもと当社グループにおいては、産業資材事業は得意先の要

請に対応し、輸入品の早期供給確保を行い、マット事業は新規得意先の獲得、経費

の削減等に注力し、食品事業はコロナ禍後の販売拡大を目指し、SNSやECサイトを

活用した広告宣伝を行うなど、それぞれ事業環境に対応しながら業績の回復を目指

しました。その結果、当連結会計年度の売上高は3,733百万円（前期比18.5％増）、

営業利益164百万円（前期比187.0％増）、経常利益178百万円（前期比139.2％増）

となり、親会社株主に帰属する当期純利益は95百万円（前期比97.6％増）となりま

した。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（産業資材事業）

黄麻商品は、輸入先インドで早期注文により供給量を確保するとともに、得意先

への値上げも順調に進みました。包装資材は、原紙価格の高騰による仕入れ価格の

上昇に対し、得意先への値上げが追い付かない状況でありました。その結果、売上

高は637百万円と前連結会計年度と比べ11百万円（1.8％）の増収、営業利益は15百

万円と前連結会計年度と比べ11百万円（43.2％）の減益となりました。

（マット事業）

自動車用フロアマットは日本国内向けの出荷数量は減少しましが、海外での販売

で新規得意先を獲得し出荷数量を伸ばしました。さらに生産拠点を合理化し経費の

削減に努めました。その結果、売上高は1,789百万円と前連結会計年度と比べ401百

万円（28.9％）の増収、営業利益は87百万円（前期は4百万円の営業利益）となり

ました。
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（食品事業）

パスタは、家庭用商品の販売は減少しましたが、飲食店等の外食産業の回復に伴

い業務用商品は増加し、増益となりました。レトルト商品は一部観光地で需要回復

が見られましたが、原材料価格、経費等の上昇により利益は伸び悩みました。その

結果、売上高は1,303百万円と前連結会計年度と比べ169百万円（15.0％）の増収、

営業利益は59百万円と前連結会計年度と比べ36百万円（156.6％）の増益となりま

した。
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企業集団の事業別売上高
(単位：千円)

区 分

前連結会計年度

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

当連結会計年度

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

前 期 比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

％ ％ ％
産 業 資 材 事 業 625,964 19.9 637,042 17.1 11,077 1.8
マ ッ ト 事 業 1,387,977 44.0 1,789,385 47.9 401,408 28.9

食 品 事 業 1,133,934 36.0 1,303,833 34.9 169,899 15.0

そ の 他 3,135 0.1 3,049 0.1 △85 △2.7

合 計 3,151,011 100.0 3,733,311 100.0 582,299 18.5

(2) 設備投資および資金調達の状況

当連結会計年度において総額16百万円の設備投資を実施いたしました。

主な設備投資の内容は、当社食品事業における北陸工場製造設備更新9百万円、

マット事業における連結子会社サハキット ウィサーン カンパニー リミテッドで

の生産設備等7百万円の設備投資であります。なお、当該資金については自己資金

により賄っております。

(3) 対処すべき課題

今後の経営環境につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響緩和が進み、

景気の持ち直しが期待されますが、国際情勢の不安定化や為替相場の円安進行、原

材料やエネルギー価格の更なる上昇等の影響がしばらく続くと予想されます。

このような状況のもと、当社グループは、新規市場の開拓、新商品の開発を推進

し、顧客の要望に速やかに対応できる体制を強化し、収益拡大に努めてまいりま

す。
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(4) 財産および損益の状況
(単位：千円)

区 分
第92期

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

第93期

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

第94期

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

第95期

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

売 上 高 3,767,619 3,275,172 3,151,011 3,733,311

経 常 損 益 △30,276 20,088 74,598 178,469

親会社株主に帰属
する当期純損益

△10,195 95,248 48,304 95,473

１株当たり当期純損益 △2円78銭 25円98銭 13円18銭 26円04銭

純 資 産 2,176,904 2,158,320 2,197,366 2,511,368

総 資 産 3,784,119 3,604,983 3,634,525 4,048,246

(注) １．第92期は、マット事業の立て直しと食品事業の成長を基本として取り組みました。

２．第93期は、コロナ禍において食品事業は感染防止対策を徹底し、安定供給に努め、

マット事業は生産活動のさらなる再構築に取り組みました。

３．第94期は、産業資材事業は輸入品の供給確保と新規商品開発、食品事業は生産体制

の維持強化を図りました。

４．第95期（当連結会計年度）の状況につきましては「事業の経過およびその成果」に

記載しております。

５．第94期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を適用しており、第94期以降の財産および損益の状況については、当該会計基準

等を適用した後の数値を記載しています。

(5) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

サハキット ウィサーン カンパニー リミテッド
(注)

20,000千バーツ 99.9％ 自動車マット製造販売

(注) 議決権比率は緊密な者等の所有割合51.1％を含めて記載しております。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

― 9 ―

2023年05月29日 17時55分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(6) 企業集団の主要な事業セグメント

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

主 要 取 扱 製 品

産 業 資 材 事 業 黄麻、大型包装資材

マ ッ ト 事 業 自動車用品、カーペット

食 品 事 業 スパゲッチ、マカロニ、レトルトソース、小麦粉、穀物類

(7) 企業集団の主要拠点等

① 当社の主要な事業所および工場

本 店 富山県砺波市下中３番地３

神 戸 本 社 神戸市中央区海岸通８番

東 京 支 店 東京都中央区日本橋小舟町３番４号

名 古 屋 支 店 名古屋市中区千代田５丁目18番19号

北 陸 工 場 富山県砺波市下中３番地３

② 子会社の事業所および工場

(国内)

サハキット ウィサーン ジャパン 株式会社 神戸市中央区海岸通８番

(海外)

サハキット ウィサーン カンパニー リミテッド タイ国バンコク（本社）

タイ国サラブリ（工場）
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(8) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

事 業 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

産 業 資 材 事 業 7名 ( 0) 名 0名 ( 0) 名

マ ッ ト 事 業 201名 ( 0) 名 20名 ( 0) 名

食 品 事 業 57名 ( 8) 名 2名 ( 1) 名

全 社（共 通) 10名 ( 0) 名 △2名 ( 0) 名

合 計 275名 ( 8) 名 20名 ( 1) 名

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比較増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

77名 0名 46.6歳 14.1年

(9) 主要な借入先および借入額

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み な と 銀 行 147,561千円

日 新 信 用 金 庫 95,683

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 76,450

日 本 政 策 金 融 公 庫 66,200

株 式 会 社 北 陸 銀 行 45,022

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 42,500

株 式 会 社 山 口 銀 行 30,000
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 9,000,000株
(2) 発行済株式の総数 3,673,320株

(3) 株 主 数 5,085名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

BOND CAPITAL CREATION PTE.LTD. 597,000株 16.28％

株 式 会 社 ゴ ー ゴ ー カ レ ー グ ル ー プ 500,000 13.64

A R G E N T W I S E C O., L T D. 277,085 7.56

PCK キ ャ ピ タ ル 有 限 責 任 事 業 組 合 178,000 4.86

ブ ル ベ ア 株 式 会 社 129,400 3.53

中 本 広 太 郎 68,450 1.87

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 40,078 1.09

株 式 会 社 二 鶴 39,700 1.08

山 口 秀 明 32,804 0.89

ア イ ザ ワ 証 券 株 式 会 社 30,300 0.83

(注) 持株比率は四捨五入により小数点第２位までを表示しております。また、自己株式（7,168株）を控除して
計算しております。

(5) 当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状
況
該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 中 本 広 太 郎 サハキット ウィサーン カンパニー リミテッド取締役

取 締 役 会 長 網 本 健 二 経営企画推進統括役

取 締 役 中 川 昭 人 経理部長

取 締 役 梅 澤 恒 治
マット事業部部長、サハキット ウィサー
ン カンパニー リミテッド代表取締役

取 締 役 矢 部 勲
ボルカノ食品事業部北陸工場長兼管理本部
長

取 締 役 石 井 則 光 ボルカノ食品事業部営業本部長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

松 浦 綾 子

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

青 柳 吉 宏 青柳吉宏税理士事務所代表

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

児 玉 実 史 弁護士法人北浜法律事務所代表社員

(注) １．取締役（監査等委員）青柳吉宏氏および取締役（監査等委員）児玉実史氏は、社外
取締役であります。

２．監査等委員会による監査等の実効性を高めるため、取締役（監査等委員）松浦綾子
氏を常勤の監査等委員に選定しております。

３．取締役（監査等委員）青柳吉宏氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役（監査等委員）児玉実史氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関す
る相当程度の知見を有するものであります。また、東京証券取引所に対し、独立役
員として届け出ております。

５．当社は、サハキット ウィサーン カンパニー リミテッドに対し、製品の売買等の
取引関係があります。

６．取締役網本健二氏、中川昭人氏、梅澤恒治氏、矢部勲氏および石井則光ならびに取
締役（監査等委員）青柳吉宏氏および児玉実史氏は2023年４月６日に辞任いたしま
した。

７．2023年４月６日に開催された臨時株主総会において、取締役の選任議案が可決され
取締役の状況は以下の通りとなっております。
・代表取締役社長 宮森 宏和 ㈱ゴーゴーカレーグループ取締役兼会長
・取締役 中本 広太郎 サハキット ウィサーン カンパニー リミテッド取締役
・社外取締役 芳賀 一夫 ㈱京浜テクノ代表取締役
・社外取締役 黒田 正敏
・取締役（監査等委員） 松浦 綾子
・社外取締役（監査等委員） 中川 宏 エヌコンサルティング㈱代表取締役社長
・社外取締役（監査等委員） 渡邉 雅之 弁護士法人三宅法律事務所パートナー
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(2) 当事業年度に係る取締役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、社外取締役との
意見交換を十分に行ったうえで以下のとおり取締役会で決議しております。

当社の取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬および業績連動報酬等

としての賞与により構成し、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本

方針とすることを取締役会で決議しております。この基本報酬は、月例の固

定報酬とし、経営内容、経済情勢、社員給与とのバランス等を考慮し、総合

的に勘案して決定しております。固定報酬と業績連動報酬等の割合は、業績

連動報酬等が最大、固定報酬の１割としております。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の監査等委員である取締役以外の取締役の報酬等の額は、2015年６月
26日開催の第87期定時株主総会において年額120,000千円以内（ただし、使用
人兼務取締役の使用人分給与は含まない）と決議しております。当該定時株
主総会終結時点の監査等委員である取締役以外の取締役の員数は５名です。

監査等委員である取締役の報酬等の額は、2015年６月26日開催の第87期定

時株主総会において年額20,000千円以内と決議しております。当該定時株主

総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

当社は、取締役会決議に基づき代表取締役社長中本広太郎が委任を受け取
締役の個人別の報酬額（基本報酬としての固定報酬および業績連動報酬等）
を決定しております。

その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の賞与の評価

配分としております。この権限を委任した理由は、会社全体の業績を俯瞰し

つつ、各取締役の担当職務の評価を行うには代表取締役が最も適していると

判断したからです。

なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容については、社外

取締役との意見交換を十分に行って決定しており、取締役会は当該内容が取

締役会で決議された決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額等

区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 業績連動報酬等

取締役
(監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

44,430
(－)

44,430
(－)

―
(－)

5
(－)

取締役
(監査等委員)
(うち社外取締役)

14,211
(7,200)

14,211
(7,200)

―
(―)

3
(2)

（注）期末現在の人員数は取締役（監査等委員を除く）６名であります。なお、上記の支給人員

との相違は、無報酬の取締役（監査等委員を除く）１名が存在していることによるもので

あります。なお、当事業年度において業績連動報酬等は支給されておりません。

⑤ 業績連動報酬等に関する事項

各取締役に支給する業績連動報酬等である賞与については、業績向上への
意欲を高めるため、当社グループの経常利益および当期純利益を業績指標と
し、株主総会で決議した報酬等の総額の範囲内において、各取締役の役位、
職責等に応じて決定し、毎年一定の時期に支給するものとしております。

(3) 社外役員に関する事項
①重要な兼職の状況、当社での主な活動状況および社外取締役に期待される役

割に関して行った職務の概要

区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社での主な活動状況

取締役
(監査等委員)

青 柳 吉 宏
青柳吉宏税理士事務所
代表

当期開催の取締役会22回のうち21
回に出席し、また、当期開催の監
査等委員会６回の全てに出席し、
主に税理士としての専門的見地か
ら取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保する役割を果たすこ
とが期待されるところ、当社取締
役会において、当該視点から積極
的な助言・提言を行うなど、客観
的・中立的な立場で監督機能を発
揮しており、監査等委員として期
待される役割を適切に果たしてお
ります。また、監査等委員会にお
いては、監査の方法、監査結果に
ついての意見交換および重要事項
の協議等を行っております。
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区 分 氏 名 重要な兼職の状況 当社での主な活動状況

取締役
(監査等委員)

児 玉 実 史
弁護士法人北浜法律事務所
代表社員

当期開催の取締役会22回のうち21
回に出席し、また、当期開催の監
査等委員会６回の全てに出席し、
主に弁護士としての専門的見地か
ら取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保する役割を果たすこ
とが期待されるところ、当社取締
役会において、当該視点から積極
的な助言・提言を行うなど、客観
的・中立的な立場で監督機能を発
揮しており、監査等委員として期
待される役割を適切に果たしてお
ります。また、監査等委員会にお
いては、監査の方法、監査結果に
ついての意見交換および重要事項
の協議等を行っております。

(注) １．取締役（監査等委員）青柳吉宏氏が兼職している青柳吉宏税理士事務所と当社との

間には、税理士業務の取引があります。

２．取締役（監査等委員）児玉実史氏が兼職している弁護士法人北浜法律事務所と当社

との間には、重要な関係はありません。

３．子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等はありません。

②責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役との間で、任務
を怠ったことによる損害賠償責任の限度額を善意でかつ重大な過失がなかった
ときは、500万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれ
か高い額に限定する契約を締結しております。

４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称 なぎさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 18,000千円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

18,000千円
(注)１．監査等委員会は、過年度の監査時間および報酬の推移ならびに会計監査人の職務遂

行状況を確認し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会
計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため上
記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

３．当社の子会社であるサハキット ウィサーン カンパニー リミテッドは、当社の会
計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
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(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等その他その必

要があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決

定し、取締役会は、当該決定に基づき、当議案を株主総会に提出いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由

を報告いたします。

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
① 当社および当社グループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令お

よび定款に適合することを確保するための体制
法令・諸規則および諸規程に反する行為等を早期に発見し是正することを

目的とし、その対策として内部監査室を設置し、コンプライアンス規程、内
部監査規程等を制定し、「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、
コンプライアンスに関する研修体制の整備、内部通報制度を制定する。

② 当社および当社グループ会社の取締役および使用人の職務の執行に係る情
報の保存および管理に関する体制
取締役および使用人の職務の執行に係る情報の保存および管理が適切に行

われるよう、別途定める社内規程に基づいて取締役および使用人はこれに従
うものとする。

③ 当社および当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体
制
環境、災害、品質および輸出入管理等に係るリスクについては、「コンプ

ライアンス・リスク管理委員会」において、規則、ガイドラインの制定、研
修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、新たに生じたリスク
への対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

④ 当社および当社グループ会社の取締役および使用人の職務の執行が効率的
に行われることを確保するための体制
取締役および使用人の役割分担、職務分掌、指揮命令関係等を通じた効率

的な業務執行を行うために、職務分掌規程、職務権限規程、稟議規程、人事
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評価・報酬制度を整備する。

⑤ 当社および当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
当社および当社グループ会社との情報の交換、人事の交流を含め当社およ

び当社グループ会社との連携体制を確立し、当社の監査等委員および当社グ
ループ会社の監査役との連絡を密にし、当社によるグループ会社に対する不
当な取引等の要求を防止するための体制を確立するため、関係会社管理規程
を整備する。

⑥ 監査等委員の職務を補助すべき当該使用人に関する体制
監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、業務

執行取締役の指揮命令に服さない使用人を置く。また、内部監査室、総務部
門、経理部門が補助する。

⑦ 前号の使用人の業務執行取締役からの独立性の確保に関する体制
前号の使用人の業務執行取締役からの独立性を確保するために、監査等委

員は補助すべき使用人の人事異動について事前に報告を受け、必要な場合は
人事担当取締役に対して変更を申し入れることができる。

⑧ 業務執行取締役および使用人が監査等委員に報告をするための体制
業務執行取締役および使用人は、監査等委員に対して法定の事項に加え、

全社的に影響を及ぼす重要事項に関して業務執行取締役が決定した内容、内
部監査室が行う内部監査の結果、業務執行取締役が整備する内部通報制度に
よる通報の状況を遅滞なく報告する。
また、当社および当社グループ会社に法令違反行為や不正行為に関する通

報、報告に関する適正な仕組みを定め、当該通報、報告をしたことを理由と
して不利な取り扱いを受けないものとする。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含め

て一切の関係をもたない。また、反社会的勢力からの不当要求に対しては、
組織全体として毅然とした対応をとる。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
金融商品取引法に定める「財務報告に係る内部統制」システムの構築、評

価および報告に関し、適切な運営を図る。

６．内部統制システムの運用状況

① 内部統制システム全般
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当社および当社グループ会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を

当社の内部監査室がモニタリングし、改善を進めております。

② コンプライアンス

コンプライアンス規程の制定、企業・従業員行動指針の策定等により、当

社および当社グループ会社のコンプライアンスに関する基本的な考え方等に

ついて周知を図り、法令および定款を遵守するための取り組みを継続的に行

っております。

また、当社および当社グループ会社は内部通報システム規程により、相

談・通報体制を設けており、コンプライアンスの実効性向上に努めておりま

す。

③ リスク管理体制

当社は、取締役（監査等委員を含む）および各部署責任者を含む執行役員

会を毎月開催し、各部門および子会社の業務執行に係る方針、計画の審議、

経営状況の報告等を受けるとともに、改善策の検討を行っております。その

中で、コンプライアンス、リスク管理に係る重要な問題に当たっては、執行

役員会内において、「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、内

部統制の構築・運用状況やリスクの把握・分析を行い、審議しております。

④ 監査等委員の職務執行

監査等委員は、取締役会、その他の重要な会議に出席し意見を述べるほ

か、重要な決裁書類等の閲覧、取締役等から営業の報告等を含めた情報交

換、会計監査人および内部監査室との定期的な意見交換により、取締役の職

務の執行の監査、各事業部門における内部統制の状況およびその改善状況な

どを把握する等の業務監査を実施しております。監査等委員が実施した業務

監査の内容は、必要の都度取締役会において意見を述べております。

⑤ 反社会的勢力排除について

取引先については、取引開始時に社内、社外機関を活用し、反社会的勢力

でないことを確認しております。

また、万が一何らかの問題が生じた場合は、速やかに警察当局および顧問

弁護士に通報、相談できる体制を整えております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,701,827

1,285,904

595,312

779,240

42,058

△689

1,346,418

1,110,320

186,345

57,590

829,345

2,961

4,839

29,237

30,065

3,150

5,924

20,990

206,033

121,819

12,614

5,900

41,992

25,932

△2,225

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

1年内償還予定の社債

１年内返済予定の長期借入金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

退職給付に係る負債

長 期 預 り 保 証 金

728,855

298,577

30,000

35,000

166,967

1,684

27,290

169,335

808,022

230,000

306,449

1,157

41,263

227,652

1,500

負 債 合 計 1,536,878

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,506,631

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 564,343

利 益 剰 余 金 847,726

自 己 株 式 △5,438

その他の包括利益累計額 137,728

その他有価証券評価差額金 △22,797

為替換算調整勘定 160,525

非支配株主持分 867,008

純 資 産 合 計 2,511,368

資 産 合 計 4,048,246 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,048,246

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,733,311

売 上 原 価 2,834,992

売 上 総 利 益 898,318

販売費及び一般管理費 733,517

営 業 利 益 164,800

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,396

為 替 差 益 12,560

持分法による投資利益 740

雑 収 入 7,612 27,309

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,479

社 債 発 行 費 2,057

雑 損 失 4,103 13,640

経 常 利 益 178,469

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 245 245

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 687 687

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 178,027

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,430

法 人 税 等 調 整 額 16,725 27,155

当 期 純 利 益 150,871

非支配株主に帰属する当期純利益 55,398

親会社株主に帰属する当期純利益 95,473

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100,000 564,343 763,252 △5,393 1,422,201

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △10,998 △10,998

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

95,473 95,473

自 己 株 式 の 取 得 ― △44 △44

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額)

― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 84,474 △44 84,430

当 期 末 残 高 100,000 564,343 847,726 △5,438 1,506,631

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △43,152 83,893 40,741 734,422 2,197,366

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― △10,998

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

― 95,473

自 己 株 式 の 取 得 ― △44

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額)

20,354 76,631 96,986 132,585 229,571

当 期 変 動 額 合 計 20,354 76,631 96,986 132,585 314,001

当 期 末 残 高 △22,797 160,525 137,728 867,008 2,511,368

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,187,457

576,758

17,388

343,580

174,854

13,032

28,917

26,239

6,687

936,711

676,789

161,294

8,305

28,211

262

10,856

464,898

2,961

5,467

3,150

2,317

254,453

121,819

72,093

19,504

32,888

10,373

△2,225

流 動 負 債 600,164
支 払 手 形 111,994
買 掛 金 129,617
短 期 借 入 金 30,000

1年内償還予定の社債 35,000

１年内返済予定の長期借入金 166,967
未 払 金 51,648
未 払 費 用 26,701
未 払 法 人 税 等 1,506
未 払 消 費 税 等 9,343

賞 与 引 当 金 27,290

そ の 他 10,095

固 定 負 債 559,256

社 債 230,000

長 期 借 入 金 306,449

リ ー ス 債 務 1,157
退 職 給 付 引 当 金 20,149
長 期 預 り 保 証 金 1,500

負 債 合 計 1,159,420

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

987,546

100,000

564,343

564,343

328,640

5,866

322,774

322,774

△5,438

△22,797

△22,797

純 資 産 合 計 964,748

資 産 合 計 2,124,169 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,124,169

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,317,479

売 上 原 価 1,661,807

売 上 総 利 益 655,672

販売費及び一般管理費 566,615

営 業 利 益 89,057

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,969

為 替 差 益 2,837

雑 収 入 2,198 11,005

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,142

社 債 利 息 1,299

社 債 発 行 費 2,057

受 取 手 形 売 却 損 252

雑 損 失 3,851 13,602

経 常 利 益 86,460

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 687 687

税 引 前 当 期 純 利 益 85,772

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,029

法 人 税 等 調 整 額 18,953 28,983

当 期 純 利 益 56,789

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他資本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利益
準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 100,000 564,343 564,343 4,766 278,084

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △10,998

利益準備金の積立 1,099 △1,099

当 期 純 利 益 56,789

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 1,099 44,690

当 期 末 残 高 100,000 564,343 564,343 5,866 322,774

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合 計

当 期 首 残 高 282,850 △5,393 941,799 △43,152 △43,152 898,647

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △10,998 △10,998 △10,998

利益準備金の積立 ― ― ―

当 期 純 利 益 56,789 56,789 56,789

自己株式の取得 △44 △44 △44
株主資本以外の項目の
当期変動額（純 額)

20,354 20,354 20,354

当 期 変 動 額 合 計 45,790 △44 45,746 20,354 20,354 66,101

当 期 末 残 高 328,640 △5,438 987,546 △22,797 △22,797 964,748

(注) 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月22日

日 本 製 麻 株 式 会 社

取 締 役 会 御中
なぎさ 監査法人

大阪府大阪市

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 根 武 夫

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 井 博 生

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本製麻株式会社の2022年４月１日から2023年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本製麻株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年５月22日

日 本 製 麻 株 式 会 社

取 締 役 会 御中
なぎさ 監査法人

大阪府大阪市

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 根 武 夫

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 西 井 博 生

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本製麻株式会社の2022年４月１日から2023年

３月31日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

― 28 ―

2023年05月29日 17時55分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 計算書類等に対する意見を表明するために、計算書類等に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、構成単位の財務情報に関する監査の指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第95期事業年度における取締役の職務の執行に

ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並び

に当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で
監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線
又はインターネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に実出席
またはオンライン形式で出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等とオンライン形式で意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、
取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うととも
に、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は相
当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基
本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位
の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人なぎさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人なぎさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月24日

日本製麻株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 松 浦 綾 子 ㊞
監 査 等 委 員 中 川 宏 ㊞
監 査 等 委 員 渡 邉 雅 之 ㊞

（注）監査等委員中川宏及び渡邉雅之は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であり
ます。

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、収益状況に対応した配当を行うことを基本とし、配当性向の維

持・向上ならびに将来の事業展開に備えるための内部留保を勘案して決定す
る方針をとっております。
当期の期末配当につきましては、当期の業績、財務状況および今後の事業

展開等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
１．配当財産の種類

金銭といたします。
２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式 １株につき金３円
配当総額 10,998,456円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月29日

第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
当社は、今後の事業展開および事業内容の多様化に対応するため、また、

現在実施していない事業目的を見直し、現行定款の第２条（目的）に定める
事業内容について、所要の変更を行うものであります。
２．変更の内容
変更の内容は、以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的

とする。

(１) ～ (７) ＜条文省略＞

(８) 養魚場の経営

(９) ボーリング場、ゴルフ場、マリーナ、

馬場およびその他遊技場の経営

（目的）

第２条 ＜現行どおり＞

(１) ～ (７) ＜現行どおり＞

＜削除＞

＜削除＞
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（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

(10) 不動産の売買ならびに賃貸経営

(11) ホテル、レストラン、スナック、売店、

スーパーストアその他の経営

(12) 酒類の販売

(13) 建物内装工事業

(14) 管工事業

(15) 造園、園芸施設および造園土木工事の

請負、設計施工ならびに監理

(16) 古物の売買

(17) 古美術品の売買

(18) 家具の売買

(19) 各種建築資材、室内装飾品の販売

(20) 自動車用品の製造、加工、仕入ならび

に販売

(21) ゴルフ用品の製造、加工、仕入ならび

に販売

(22) 土木、建築工事の設計、施工、監理

(23) 石、タイル、レンガ、ブロック工事業

の設計、施工、監理

＜新設＞

(24) 前各号に付帯関連する輸出入業務を含

む一切の業務

(８) 不動産の売買ならびに賃貸経営

(９) ホテル、レストラン、スナック、売店、

スーパーストアその他の経営

(10) 酒類の販売

(11) 建物内装工事業

(12) 管工事業

(13) 造園、園芸施設および造園土木工事の

請負、設計施工ならびに監理

(14) 古物の売買

(15) 古美術品の売買

(16) 家具の売買

(17) 各種建築資材、室内装飾品の販売

(18) 自動車用品の製造、加工、仕入ならび

に販売

＜削除＞

(19) 土木、建築工事の設計、施工、監理

(20) 石、タイル、レンガ、ブロック工事業

の設計、施工、監理

(21) 精密機器の製造、販売ならびに輸出入

(22) 前各号に付帯関連する輸出入業務を含

む一切の業務
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第３号議案 監査等委員である取締役以外の取締役２名選任の件
監査等委員である取締役以外の取締役４名のうち、中本広太郎氏は本総会

終結の時をもって任期満了となります。また、芳賀一夫氏および黒田正敏氏
は本総会終結の時をもって辞任いたします。
つきましては、監査等委員である取締役以外の取締役２名の選任をお願い

いたしたいと存じます。
監査等委員である取締役以外の取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況、
当社における地位および担当

候補者の有する
当社の株式数

１ 中
なか

本
もと

広太郎
こう た ろう

(1970年３月18日生)

1992年４月 当社入社

68,450株

1994年３月 中本商事㈱取締役

2000年６月 当社監査役

2002年６月 当社代表取締役社長

2023年４月 当社取締役(現在に至る)

（重要な兼職の状況）

サハキット ウィサーン カンパニー リミ
テッド 取締役

２
山
やま

村
むら

貴
たか

伸
のぶ

(1960年10月20日生)
※新任

1983年４月 兵庫相互銀行(現：みなと銀行)
入行

0株

2000年10月 ㈱ワールドフルーツ 入社

2011年11月 神戸信用金庫 入庫

2014年３月 弘栄貿易㈱ 入社 管理本部長

2022年11月 同社 内部監査室長

2023年６月 当社入社 経理部長(現在に至る)

(注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第４号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
監査等委員である取締役３名のうち、松浦綾子氏は本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。また、中川宏氏は本総会終結の時をもって辞任いた
します。
つきましては、監査等委員である取締役２名の選任をお願いいたしたいと

存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況、
当社における地位および担当

候補者の有する
当 社 の 株 式 数

１
黒
くろ

田
だ

正
まさ

敏
とし

(1946年５月18日生)
※新任

※社外取締役候補者

1969年４月 藤倉電線㈱(現：㈱フジクラ)
入社

0株

2001年６月 ㈱フジクラ 取締役 海外事業部
統括就任

2005年４月 America Fujikura Ltd. 会長就
任

2011年４月 ㈱フジクラ 顧問就任
2023年４月 当社社外取締役(現在に至る)

２

佐
さ

々
さ

木 健 郎
き たけ お

(1982年８月14日生)
※新任

※社外取締役候補者

2005年２月 ㈱さくら綜合事務所 入所

0株

2010年２月 新日本監査法人 入所

2011年９月 公認会計士登録

2013年12月 税理士登録
2014年１月 ㈱マネージポート会計事務所設

立 代表取締役就任(現在に至る)

（重要な兼職の状況）

㈱マネージポート会計事務所 代表取締役

(注)１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 黒田正敏氏および佐々木健郎氏は、社外取締役候補者であります。

３. 社外取締役候補者の選任理由および期待される役割の概要は、以下のとおりでありま

す。

（1）黒田正敏氏につきましては、情報通信大手の株式会社フジクラの取締役のほか、同

社の米国法人の会長として、海外における事業戦略を主導した経験を有しておりま

す。同氏のその経験は、経営の立直しおよび新規事業の開拓に当たって事業経営に

おける多角的な視点が必要となる当社において、当社の適切な監督および経営の健

全性確保に貢献をすることが期待できることから、同氏を社外取締役監査等委員と

して選任するものであります。また、同氏は東京証券取引所に対し、独立役員とし

て届け出ており、原案どおり選任された場合、引き続き独立役員になる予定であり

ます。
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（2）佐々木健郎氏につきましては、税理士および公認会計士として豊富な専門的知見を

有しており、当社の経営に対してもかかる知見からの助言が期待でき、当社社外取

締役監査等委員としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、新たに選

任するものであります。同氏が兼職している株式会社マネージポート会計事務所と

当社との間には、重要な関係はありません。また、同氏が原案どおり選任された場

合、新たには東京証券取引所に対し、独立役員として届け出る予定であります。

４. 黒田正敏氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２ヶ月となりま

す。

５. 当社は、黒田正敏氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は500万円または会社法第425条第１項に定める最低賠償責任限度額のいずれか

高い額としており、同氏が選任された場合、当該責任限定契約を継続する予定でありま

す。また、佐々木健郎氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で当該責任限定契

約を締結する予定であります。

以 上
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(砺波東バイパス)

156
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359

至井波

砺波I.C.

Royal Hotel 富山砺波
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至
金
沢

庄
川

至
富
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川
交
差
点

頼
成
北

株主総会会場ご案内略図

〒939－1492 富山県砺波市安川字天皇330番地

Royal Hotel 富山砺波

電話番号 0763-37-2000（代表）

●北陸自動車道「砺波Ｉ.Ｃ」より車で約15分

●富山空港より（北陸自動車道利用）約40分

●あいの風とやま鉄道「高岡駅」下車、車で約35分

●ＪＲ北陸新幹線「新高岡駅」でＪＲ城端線に乗り換え

砺波駅より車で約15分

※砺波駅南口に9時15分にお越しいただきましたら、総会会場

までお送りいたします。
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